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１．近畿農業の概要 ➀農業産出額

各府県農業の特徴を活かしたバランスのとれた近畿農業
○近畿地域の農業産出額は兵庫が1,583億円で最も多く、次い
で和歌山が1,108億円、京都が699億円、滋賀が602億円、奈良
が309億円、大阪が307億円となっている。
○部門別に見ると滋賀は米、京都、大阪、奈良は野菜、和歌山
は果実、兵庫は畜産の割合が最も高くなっている。

資料：令和４年年生産農業所得統計
注：１ 全国値については農業総産出額である。

２ その他は合計からその他以外を差し引き算出した値である。

令和４年

１

ｚｚｚｚ

米
412
（26）

その他
78
（５）

畜産
622
（39）

野菜
427
（27）

（100％）
1,583億円

ｚｚｚ
ｚ

米
89
（23）

その他
59
（15）

野菜
109
（28）

果実
71
（18）

畜産
62
（16） （100％）

390億円
ｚｚｚｚ

米
69
（６）

その他
117
（11）

果実
752
（68）

野菜
132
（12）

畜産
38
（３）

（100％）
1,108億円

米
54
（18）

その他
21
（７）

野菜
142
（46）

果実
71
（23）

畜産
19
（６）

（100％）
307億円

米
156
（22）

ｚｚｚｚ

その他
104
（15）

畜産
147
（21）

野菜
272
（39）

（100％）
699億円

ｚｚｚ
ｚ

米
301
（50）（100％）

その他
61
（10）

畜産
116
（19）

野菜
116
（19）

602億円

ｚｚｚｚ

米
1,082
（23）

その他
439
（９）

野菜
1,197
（26）

果実
967
（21）

畜産
1,004
（21）

13,946
（15）

9,861
（11）

22,298
（25）

9,232
（10）

34,678
（39）

（100％）
4,689億円
近畿

（100％）
９兆15億円
全国

全国

近畿 滋賀

京都

兵庫

大阪

和歌山

果実
８
（１）

果実
20
（３）

果実
44
（３）

奈良

50
44 44 47 50 50 48 47 45 46 47

平成

16年

21 26 27 28 29 30 令和

元年

２ ３ ４
0

10

20

30

40

50

60

米

果
実

そ
の
他

野
菜

畜
産

（100億円）
農業産出額の推移（近畿）



78％と高い近畿の水田率（全国は54％）
○耕地面積は兵庫、滋賀で近畿の５割以上を占めている。
○水田率（耕地に占める田の割合）は滋賀（全国２位）、
兵庫（同３位）でともに90％超となっている。

○和歌山の樹園地の割合は64％で全国１位（全国は6％）。
○耕地面積は50年で近畿全体で11万4,600ha（35%）減少、
うち田の減少が9万2,600haとなっている。

１．近畿農業の概要 ②耕地面積

資料：令和５年度耕地及び作付面積統計
注： 四捨五入のため、合計値と内訳の計が一致しない場合がある。
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１．近畿農業の概要 ③農業労働力

基幹的農業従事者数は10万5,838人
○基幹的農業従事者に占める65歳以上の割合は74％と全国（70％）に比べ高い。
○高齢化が進み令和２年の平均年齢は69.2歳となっている。
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注：平成12年～22年は販売農家の数値である。資料：農林水産省「農林業センサス」
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副業的経営体の割合が高い
○近畿の農業経営体に占める副業的経営体は69％と全国
の62％を上回っている。

○団体経営体の割合が高いのは滋賀（６％）で、近畿全体
では３％となっている。

○主業経営体の割合が高いのは和歌山（32％）で、近畿全
体では14％となっている。
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１．近畿農業の概要 ⑤法人経営体数

経営体数等に占める個人経営体と法人その他団体経営体のシェア（近畿）
○ 2020年における「法人その他団体経営体」のシェアは、経営体数は全体の３％程度であるが、経営耕地面積は約
1/5、農産物販売金額は約35％まで拡大。
○少ない農業法人が離農する個人経営体の農地等を引き受け、食料生産・供給を支えている構造となっている。
○経営体の数は大きく減少しているものの、経営面積や農産物販売金額は維持ないし小幅な減少にとどまる。

５

資料：農林水産省「農林業センサス」
注：農産物販売金額は、農産物販売金額規模別経営体数に、それぞれの階層ごとに階層の中間値（50万円～100万円であれば75万円）を乗じて求めた推計結果を基にシェアを算出した。

個人経営体 法人その他団体経営体



２．農業生産基盤の整備と保全管理の状況 ➀水田及び畑の整備状況

６

○近畿における水田の整備率（30a程度以上整備済）及び畑の整備率(末端農道整備済)は、水田60.7％、畑地50.1％
であり、全国の整備率（水田68.0％，畑地79.4％）に比べて低い状態にある。

田面積 畑面積

30a程度以上区画整備済

50a以上区画整備済

[ha] [ha] 割合[%] [ha] 割合[%] [ha]
割合

[%]
[ha]

割合

[%]

滋賀 46,900 42,337 90.3 3,329 7.1 滋賀 3,640 2,440 67.0 1,228 33.7

京都 23,000 10,463 45.5 1,271 5.5 京都 6,560 2,187 33.3 1,689 25.8

大阪 8,480 1,375 16.2 242 2.9 大阪 3,730 1,178 31.6 670 18.0

兵庫 66,300 44,682 67.4 3,796 5.7 兵庫 6,100 3,056 50.1 2,176 35.7

奈良 13,800 2,548 18.5 162 1.2 奈良 5,790 3,119 53.9 1,473 25.4

和歌山 9,160 397 4.3 33 0.4 和歌山 22,200 12,083 54.4 7,414 33.4

近畿計 167,640 101,801 60.7 8,832 5.3 近畿計 48,020 24,063 50.1 14,649 30.5

全国 2,352,000 1,600,422 68.0 280,217 11.9 全国 1,973,000 1,565,636 79.4 497,143 25.2

区分 区分

[ha]

末端農道整備済

面積

畑地かんがい施設

整備済面積

田畑整備状況（近畿）

水田の区画整備状況（近畿） 畑のかんがい施設等の整備状況（近畿）

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「農業基盤情報基礎調査」
注：1）田及び畑の面積は「耕地及び作付面積統計」による令和4年7月15日時点の値。
注：2）各整備済面積は「農業基盤情報基礎調査」による令和4年3月31日時点の推計値。
注：3）区画整理済みとは、区画の形状が原則として方形に整形されている状態をいう。
注：4）末端整備農道整備済みとは、畑に幅員3ｍ以上の農道が接している状態をいう。



２．農業生産基盤の整備と保全管理の状況 ②農業水利施設の整備状況

○農業水利施設の多くが耐用年数を超過している状況にある。
○近年において施設の老朽化等による突発事故が増加しており、計画的かつ効率的な補修・更新等を実施することで、
施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図ることが必要。

基幹水利施設の施設数、水路延長（全国、近畿）

資料：農林水産省 農業基盤情報基礎調査（R4.3.31時点の推計値）
(注)ラウンドの関係で、計が一致しない場合がある。

管水路の突発事故（管の破裂） 管水路の調査点検・機能診断

７（Ｒ４年度末：農林水産省）

貯水池 頭首工 水  門
管理
設備

機  場 水  路 集水渠

　全国合計 7,735 1,293 1,970 1,138 318 3,016 51,954 51,893 61

　うち耐用年数超過 4,445 133 859 846 242 2,365 23,832 23,789 43

　近畿合計 390 87 110 33 37 123 2,346 2,344 2

　うち耐用年数超過 196 6 41 24 30 95 1,052 1,050 2

点的施設（箇所） 線的施設（㎞）



２．農業生産基盤の整備と保全管理の状況 ③農業用ため池の管理及び保全状況

（参考）
防災重点農
業用ため池
数

(令和５年３月末
時点)

（令和５年12月末時点）

ため池数府県名
届出数

ため池法に
基づく届出
の対象数

4741,1711,1711,436滋賀県
6116636661,507京都府
2,4862,2942,3153,600大阪府
6,06017,56817,58021,752兵庫県
9663,0943,0964,228奈良県
1,9212,0842,0874,723和歌山県
12,51826,87426,91537,246近 畿

○防災重点農業用ため池における防災工事等を集中的かつ計画的に行うことを目的に、令和12年度末を期限とする「防災重点農業用ため
池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法（令和２年法律第56号）」が令和２年10月１日に施行された。

○法律の施行により、近畿の各府県は防災重点農業用ため池を指定するとともに対策工事等を積極的に進めるため「防災重点農業用ため
池に係る防災工事等推進計画」を策定している。

○各府県は、令和３年度に創設された「防災重点農業用ため池緊急整備事業」を活用し、推進計画に基づき防災工事等を集中的かつ計画
的に推進している。

「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」
に基づく近畿の府県別の対応状況

防災重点農業用ため池：農林水産大臣が定める防災工事等基本指針に基づき、
府県知事が指定。

ため池の決壊例
令和６年５月（兵庫県）

８



２．農業生産基盤の整備と保全管理の状況 ④国営土地改良事業の実施状況

９

地区名 事業概要 工期（年度） 関係市町村

湖東平野
ダム1箇所（貯水池内掘削）、用水路L=8.4㎞（改修）、地下水井22箇所（新設）、
調整池2箇所（新設）、水管理施設一式（改修） H26～R6 滋賀県近江八幡市、東近江市、愛知郡愛荘町、

犬上郡豊郷町

東条川二期
ダム３箇所（改修）、ため池5箇所（改修）、用水路L=14.6㎞（改修）、
水管理施設一式（改修） R3～R14 兵庫県三木市、小野市、加東市

湖北 頭首工1箇所（改修）、用水路L=1.0㎞（改修） R2～R7 滋賀県長浜市

地区名 事業概要 工期（年度） 関係市町村

亀岡中部 区画整理A=447ha H26～R8 京都府亀岡市

地区名 事業概要 工期（年度） 関係市町村

和歌山平野
排水機５箇所（改修・新設）、排水路L=45.2㎞（改修・新設）、洪水調整池8箇所（改修・新
設）、排水管理施設一式（新設）

H26～R10 和歌山県和歌山市、紀の川市、岩出市

地区名 事業概要 工期（年度） 関係市町村

十津川・紀の川
（管理施設）
ダム2箇所、頭首工1箇所

S58～

奈良県奈良市、大和高田市、大和郡山市、
天理市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、
葛城市、生駒郡安堵町、磯城郡川西町、三宅町、
田原本町、高市郡高取町、明日香村、
北葛城郡上牧町、王寺町、広陵町、河合町、
吉野郡大淀町
和歌山県和歌山市、橋本市、紀の川市、岩出市、
伊都郡かつらぎ町、九度山町

加古川水系
（管理施設）
ダム5箇所、頭首工4箇所、導水路及び幹線水路9路線（L=69.4㎞）、揚水機場4箇所

H2～
兵庫県神戸市、明石市、加古川市、三木市、
小野市、姫路市、西脇市、加西市、
加古郡稲美町、加東市、多可郡多可町

１．国営かんがい排水事業等

２．国営農地再編整備事業

３．国営総合農地防災事業

４．直轄管理事業

令和６年度



３．農業生産基盤の整備等を契機とした農村地域の振興
➀ICTの導入など先進的な基盤整備により儲かる農業への転換を実現（滋賀県） R6.03時点

10



３．農業生産基盤の整備等を契機とした農村地域の振興
②スマート農業の導入による生産コストの削減（兵庫県）

11

R6.03時点



３．農業生産基盤の整備等を契機とした農村地域の振興
③地域農業の担い手の育成と収益力の向上を実現（奈良県）

12

R4.03時点



３．農業生産基盤の整備等を契機とした農村地域の振興
④市民生活に潤いをもたらす農のあるまちづくり～農業水利施設の整備～（滋賀県）

13

R3.03時点



３．農業生産基盤の整備等を契機とした農村地域の振興
⑤農業用排水施設の整備により湛水被害を軽減（和歌山県）

14

R4.03時点



３．農業生産基盤の整備等を契機とした農村地域の振興
⑥ため池の防災工事により浸水被害を軽減（京都府）

14
1415

R4.03時点



３．農業生産基盤の整備等を契機とした農村地域の振興
⑦法人設立と新規参入促進による高収益化と新たな特産づくり（大阪府）

14
1416

H31.03時点



３．農業生産基盤の整備等を契機とした農村地域の振興
⑧直営施工を通じた地域主体の活動（兵庫県）

17

R4年度時点


